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本書の発行にあたって

　わが国の経済は東日本大震災からの再生への期待が高まるなかで復旧、復
興活動の本格化が牽引力となり、少しずつ好転が見られました。しかし、欧
州を始めとする海外経済の減速や歴史的な円高といった影響から現在も経済
の先行きは不透明な状況が続いておりますが、政権交代により大胆な金融緩
和をはじめとするデフレ打開に向けた積極的な経済政策に期待が高まってい
ます。

　当会では地域企業の実態を把握し、企業への労働政策や支援施策に資す
るため「中小企業労働事情実態調査」を昭和３９年から実施してきました。
　
　本年度は新たな調査項目として、育児休業制度と介護休業制度に関する事
項を追加いたしました。

　本報告書が、県内中小企業、行政機関及び関係団体の皆様の労働対策構
築の参考としていただければ幸甚でございます。

　最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました中小企業者様
並びに中小企業組合事務局担当者様に心より御礼申し上げますとともに、今後
とも一層のご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成25年2月

新潟県中小企業団体中央会
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序章 概要

概 　要

１．目的
　　�本調査は、県内中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対
策の樹立に資することを目的に実施した。

２．調査機関
　　新潟県中小企業団体中央会

３．調査方法
　　�本調査は、全国の都道府県中小企業団体中央会で一斉に実施したものであり、
当県では事業協同組合等を通じて、任意抽出した組合員事業所宛に調査票を配
布し、直接当会で回収したものを全国中小企業団体中央会において一括集計を
行った。

４．調査時点
　　平成24年7月１日

５．調査対象
　（1） 調査対象産業
　　　［製造業］食料品、繊維・同製品、木材・木製品、出版・印刷・同関連、
　　　　　　　 窯業・土石製品、金属・同製品、機械器具、その他の製造業
　　　［非製造業］情報通信業、運輸業、建設業、卸・小売業（飲食店を除く）、
　　　　　　　　サービス業
　（2） 調査対象事業所数
　　　　従業員300人以下の県下1,300事業所
　　　　�（ただし、卸売業・サービス業については従業員100人以下、小売業に

ついては同50人以下の事業所）
　　　　　なお業種別・規模別の割合は、可能な範囲で次の割合に準拠した。

製造業（55％） 非製造業（45％）
9人以下 20％ 9人以下 30％
10 ～ 29人 35％ 10 ～ 29人 40％
30人～ 99人 35％ 30人以上 30％
100 ～ 300人 10％



― 　―5

調査結果のまとめ 序章

調査結果のまとめ

１．経営に関する事項について
（1）現在の経営状況は「変わらない」が４３．８％で最多
（2）主要事業の今後の方針は「現状維持」が６４．８％で最多
（3）経営上の障害は「販売不振・受注の減少」が５３．７％で最多
（4）経営上の強みは「製品の品質・精度の高さ」が２９．１％で最多

２．従業員の労働環境に関する事項
（1）従業員の週所定労働時間は「４０時間」の事業所が４５．８％で最多
（2）従業員一人当たりの月平均残業時間は９．６９時間
（3）従業員一人当たりの年次有給休暇
　 平均付与日数は１６．０６日　平均取得日数６．２１日　平均取得率４１．２７％

（4）育児休業制度を整備している６６．２％のうち、短時間勤務の制度導入が３２. ４％で最多
（5）介護休業制度を整備している５５．９％のうち、短時間勤務の制度導入が２７. ２％で最多

３．新規学卒者の採用に関する事項
（1）新規学卒者の採用実績人数
　 高校卒１２９人　専門学校卒６７人　短大卒（含高専）２１人　大学卒８５人

（2）新規学卒者（平成２４年３月卒）の採用充足率
　 高校卒９４．２％　専門学校卒９０．５％　短大卒（含高専）１００％　大学卒９５．５％

４．賃金の改定について
（1）賃金改定の実施状況
　 新潟県全体の賃金改定状況は「引上げた」が３９．９％

（2）賃金改定後の平均賃金等
　 新潟県全体の平均賃金は２４３，５１９円

（3）賃金の昇給額・昇給率（加重平均）
　 昇給額　＋３，３６９円
　 昇給率　＋１．４０％

５．新規学卒者の初任給について

高校卒
技術系 156,310円

専門学校卒
技術系 157,531円

事務系 145,784円 事務系 164,800円
短大卒

（含高専）
技術系 166,370円

大学卒
技術系 189,707円

事務系 162,000円 事務系 188,151円



― 　―6

６．高齢者雇用に関する事項 
（1）60 歳以上の高齢者を雇用している企業の割合は７８．３％
（2）高齢者に対する雇用確保措置のうち「継続雇用制度を導入している」が７８．２％で最多

７．障がい者の雇用に関する事項
（1）障がい者を雇用していない企業の割合は８２．６％
（2）障がい者に対する雇用確保措置のうち「担当業務・内容の配慮」が５８．４％で最多

序章 調査結果のまとめ
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第１節　回答事業所の概要　

１．回答事業所の内訳
　表１：回収率の内訳

調査数 回答数 回収率

製造業 713 293 41.1%

非製造業 587 313 53.3%

合計 1300 606 46.6%

　表２：回答事業所の労働者内訳

事業所数
常 用 労 働 者 （人）

合　計 男　性 女　性

全国 19,189 606,428 427,724 178,704

新潟県　計 606 21,361 14,662 6,699

製
造
業

　製造業　計 293 11,187 7,198 3,989

食料品 52 2,277 918 1,359

繊維工業 40 924 316 608

木材・木製品 27 352 278 74

印刷・同関連 22 1,453 974 479

窯業・土石 35 666 563 103

化学工業 1 7 7 0

金属、同製品 85 3,972 3,048 924

機械器具 18 1,062 847 215

その他 13 474 247 227

非
製
造
業

　非製造業　計 313 10,174 7,464 2,710

情報通信業 4 22 5 17

運輸業 23 1,356 1,265 91

建設業 113 3,550 3,095 455

卸売業 72 2,475 1,656 819

小売業 44 897 450 447

サービス業 57 1,874 993 881

規
模
別

　1 ～ 9人 182 945 545 400

　10 ～ 29人 205 3,541 2,467 1,074

　30 ～ 99人 170 8,998 6,210 2,788

　100 ～ 300人 49 7,877 5,440 2,437
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２．従業員について　
　回答いただいた従業員の雇用形態は表３の通りである。また、労働組合の組織率は「運輸業」の
３９．１％が最も多い結果となっている。

　表３：雇用形態別構成比と労働組合の組織率

常用
労働者数

雇用形態別構成比（％）
労働組合
組織率
（％）正社員 パート

タイマー 派遣 嘱託・
契約社員 その他

新潟県　計 22,330 79.8 13.1 1.2 3.7 2.2 9.6

製
造
業

　製造業　計 11,714 79.3 11.5 2.2 4.9 2.2 11.9

食料品 2,411 63.3 25.9 1.3 5.9 3.6 3.8

繊維工業 971 87.0 8.9 - 1.1 3.0 22.5

木材・木製品 362 88.1 7.2 - 2.8 1.9 3.7

印刷・同関連 1,474 84.3 8.4 2.6 3.7 1.1 9.1

窯業・土石 705 79.1 6.2 1.6 10.4 2.7 14.3

化学工業 7 100.0 - - - - -

金属、同製品 4,180 84.7 7.1 3.3 3.7 1.2 12.9

機械器具 1,112 80.3 3.4 3.2 9.7 3.3 27.8

その他 492 72.8 21.1 0.2 4.1 1.8 -

非
製
造
業

　非製造業　計 10,616 80.3 15.0 0.2 2.4 2.1 7.3

情報通信業 24 66.7 25.0 - 8.3 - -

運輸業 1,412 88.7 3.8 - 5.5 2.1 39.1

建設業 3,579 95.3 2.2 0.1 1.6 0.8 1.8

卸売業 2,580 81.1 14.3 0.5 1.7 2.4 4.2

小売業 1,039 52.0 44.1 0.1 1.1 2.8 9.1

サービス業 1,982 61.3 31.4 0.2 3.0 4.1 8.8

規
模
別

1 ～ 9人 890 79.9 15.8 - 1.5 2.8 2.7

10 ～ 29人 3,671 84.0 10.2 0.5 3.2 2.2 5.9

30 ～ 99人 9,124 81.9 13.3 1.1 1.8 1.9 14.7

100 ～ 300人 8,645 75.7 14.0 1.8 6.2 2.4 32.7
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第２節　経営に関する事項について　

１．現在の経営状況
　経営状況は「良い」が１３．１％と昨年度よりも４．５ポイントの増加となった。対して「悪い」は
４３．１％と昨年度よりも１３．９ポイント減少。「変わらない」と回答した事業所も４３．８％と昨年度よ
り９．４ポイントの増加となっている。
　業種別だと「良い」の回答が多かったのが「情報通信業」２５．０％、「サービス業」１９．６％、「印刷・
同関連」１９．０％。「悪い」の回答が多かったのが「化学工業」１００％、「その他」６１．５％、「小売業」
５９．１％となっている。
　業種によって差異が見られ、昨年度からは若干、良好となった印象を受ける。しかし、依然として厳し
い状況に変わりはない。

　グラフ１：現在の経営状況について（直近５年間の推移）� （％）

　表４：現在の経営状況について� （％）

業種別 良い 変わらない 悪い
全国 12.4 46.1 41.4

新潟県　計 13.1 43.8 43.1

製造業

製造業　計 11.0 43.4 45.5
　食料品 9.8 39.2 51.0
　繊維工業 2.6 48.7 48.7
　木材・木製品 18.5 37.0 44.4
　印刷・同関連 19.0 38.1 42.9
　窯業・土石 5.7 40.0 54.3
　化学工業 - - 100.0
　金属、同製品 16.5 45.9 37.6
　機械器具 - 66.7 33.3
　その他 7.7 30.8 61.5

非製造業

非製造業　計 15.1 44.1 40.8
　情報通信業 25.0 50.0 25.0
　運輸業 8.7 39.1 52.2
　建設業 11.6 54.5 33.9
　卸売業 18.1 48.6 33.3
　小売業 15.9 25.0 59.1
　サービス業 19.6 33.9 46.4

0
10
20
30
40
50
60
70
80

H20 H21 H22 H23 H24

良い

悪い61.5

32.6

5.9 9.6 8.6
2.3

57.7 57.0

43.1（悪い）

13.1（良い）

34.432.7

21.7

（変わらない）
43.8

76.0

変わらない
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経営に関する事項について 第2節

２．主要事業の今後の方針
　「強化拡大」が２７．０％で昨年度よりも１．０ポイント増加、「現状維持」が６４．８％で昨年度よりも
０．４ポイント減少、「縮小」が７．４％で昨年度よりも０．３ポイント減少となった。グラフ２を見ると「強
化拡大」に関しては増加傾向にあり、「縮小」に関しては減少傾向となっている。
　業種別で「強化拡大」に多く回答した業種は「情報通信業」５０．０％、反して「縮小」に多く回答し
た業種は「窯業・土石業」２６．５％となっている。

　グラフ２：主要事業の今後の方針について（直近５年間の推移）� （％）

　表５：主要事業の今後の方針について� （％）

業種別 強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他
全国 24.4 67.9 6.4 0.7 0.6

新潟県　計 27.0 64.8 7.4 0.3 0.5

製
造
業

製造業　計 25.3 65.3 9.1 - 0.4
　食料品 37.3 58.8 3.9 - -
　繊維工業 12.8 79.5 7.7 - -
　木材・木製品 30.8 57.7 11.5 - -
　印刷・同関連 38.1 57.1 4.8 - -
　窯業・土石 2.9 70.6 26.5 - -
　化学工業 - 100.0 - - -
　金属、同製品 28.0 65.9 4.9 - 1.2
　機械器具 16.7 77.8 5.6 - -
　その他 38.5 38.5 23.1 - -

非
製
造
業

非製造業　計 28.6 64.3 5.8 0.6 0.6
　情報通信業 50.0 25.0 25.0 - -
　運輸業 34.8 56.5 8.7 - -
　建設業 20.4 73.5 5.3 0.9 -
　卸売業 45.8 48.6 4.2 1.4 -
　小売業 20.5 75.0 4.5 - -
　サービス業 25.5 63.6 7.3 - 3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H24

H23

H22

H21

H20
強化拡大

現状維持

縮　小

廃　止

その他

21.221.2 65.165.1 12.012.0

18.318.3 69.769.7 9.79.7

26.026.0 65.265.2 7.77.7

27.027.0 64.864.8 7.47.4

15.815.8 69.369.3 12.412.4
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３．経営上の障害（３項目以内複数回答）　
　表６を見ると新潟県全体では「販売不振・受注の減少」が５３．７％と最も高い結果となっている。「販
売不振・受注の減少」に関しては業種別では製造業で５６．２％、非製造業でも５１．５％と高い数値となっ
ており、業種問わずの問題として挙げられる。新潟県全体では次に「同業他社との競争激化」が
４１．９％、次に「人材不足（質の不足）」が２９．３％となっている。

　表６：経営上の障害ワースト５

新潟県全体 製造業 非製造業
１位 販売不振・受注の減少 53.7% 販売不振・受注の減少 56.2% 同業他社との競争激化 56.0%
２位 同業他社との競争激化 41.9% 納期・単価等の取引条件の厳しさ 32.2% 販売不振・受注の減少 51.5%
３位 人材不足（質の不足） 29.3% 原材料・仕入品の高騰 31.5% 人材不足（質の不足） 33.0%
４位 納期・単価等の取引条件の厳しさ 24.5% 製品価格（販売価格）の下落 29.1% 納期・単価等の取引条件の厳しさ 17.2%
５位 原材料・仕入品の高騰 24.0% 同業他社との競争激化 27.1% 原材料・仕入品の高騰 16.8%

　グラフ３：経営上の障害（製造業、非製造業別）� （％）

　表７：経営上の障害� （％）

業種別

労
働
力
不
足

（
量
の
不
足
）

人
材
不
足

（
質
の
不
足
）

労
働
力
の
過
剰

人
件
費
の
増
大

販
売
不
振
・

受
注
の
減
少

製
品
開
発
力
・

販
売
力
の
不
足

同
業
他
社
と
の

競
争
激
化

原
材
料
・
仕
入

品
の
高
騰

製
品
価
格
（
販

売
価
格
）
の
下

落 納
期
・
単
価
等

の
取
引
条
件
の

厳
し
さ

金
融
・
資
金
繰

り
難

環
境
規
制
の

強
化

東
日
本
大
震
災

の
影
響

そ
の
他

全国 7.4 28.2 2.0 14.0 50.0 11.5 44.3 25.4 21.1 18.7 11.1 2.9 4.9 3.0
新潟県　計 7.0 29.3 1.5 11.8 53.7 13.0 41.9 24.0 21.5 24.5 11.6 2.5 3.5 3.3

製
造
業

製造業　計 4.8 25.3 2.7 11.3 56.2 17.8 27.1 31.5 29.1 32.2 13.0 2.4 2.7 3.1
　食料品 - 28.8 3.8 11.5 55.8 36.5 19.2 50.0 11.5 19.2 13.5 1.9 5.8 5.8
　繊維工業 10.3 20.5 - 12.8 69.2 12.8 10.3 35.9 12.8 48.7 20.5 - 2.6 -
　木材・木製品 3.7 33.3 - - 63.0 22.2 25.9 22.2 40.7 40.7 11.1 - - 3.7
　印刷・同関連 - 9.1 4.5 4.5 68.2 4.5 54.5 22.7 59.1 18.2 13.6 - 4.5 -
　窯業・土石 2.9 8.6 5.7 2.9 62.9 - 37.1 34.3 45.7 22.9 11.4 5.7 - 2.9
　化学工業 - - - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - -
　金属、同製品 5.9 28.2 3.5 17.6 43.5 18.8 28.2 27.1 29.4 40.0 11.8 4.7 3.5 2.4
　機械器具 - 50.0 - 22.2 38.9 22.2 38.9 11.1 33.3 27.8 16.7 - - 5.6
　その他 23.1 30.8 - 7.7 69.2 7.7 15.4 23.1 15.4 23.1 - - - 7.7

非
製
造
業

非製造業　計 9.1 33.0 0.3 12.3 51.5 8.4 56.0 16.8 14.2 17.2 10.4 2.6 4.2 3.6
　情報通信業 - 50.0 - - 50.0 - - - 25.0 25.0 25.0 - - -
　運輸業 26.1 34.8 - 8.7 39.1 - 43.5 47.8 13.0 17.4 4.3 8.7 - -
　建設業 11.7 33.3 - 15.3 57.7 6.3 55.0 15.3 13.5 24.3 11.7 0.9 0.9 0.9
　卸売業 5.6 40.3 1.4 6.9 51.4 20.8 61.1 15.3 9.7 13.9 6.9 - 6.9 2.8
　小売業 4.5 25.0 - 13.6 59.1 4.5 56.8 22.7 22.7 - 13.6 4.5 4.5 6.8
　サービス業 5.5 27.3 - 14.5 38.2 3.6 60.0 5.5 14.5 20.0 10.9 5.5 9.1 9.1

0 10 20 30 40 50 60
その他

東日本大震災の影響
環境規制の強化

金融・資金繰り難
納期・単価等の取引条件の厳しさ
製品価格（販売価格）の下落

原材料・仕入品の高騰
同業他社との競争激化

製品開発力・販売力の不足
販売不振・受注の減少

人件費の増大
労働力の過剰

人材不足（質の不足）
労働力不足（量の不足）

製造業

非製造業

4.84.8

2.72.7
11.311.3
12.312.3

8.48.4
17.817.8

27.127.1

31.531.5
16.816.8

14.214.2

17.217.2
13.013.0

10.410.42.42.4
2.62.6
2.72.7
4.24.2
3.13.1
3.63.6

29.129.1

32.232.2

56.256.2

56.056.0

51.551.5

0.30.3

9.19.1
25.325.3

33.033.0
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経営に関する事項について 第2節

４．経営上の強み（３項目以内複数回答）
　表８を見ると新潟県全体では「製品の品質・精度の高さ」が２９．１％と最も高い結果となっている。業種別
に見ると製造業では「製品の品質・精度の高さ」が４４．４％と最も高く、非製造業では「商品・サービスの質
の高さ」が２９．１％と最も高くなっている。次に多く挙げられたのが製造業・非製造業共に「顧客への納品・サー
ビスの速さ」であった。非製造業では１位～５位までは突出した項目はなく、分散した結果となっている。

　表８：経営上の強みベスト５

新潟県全体 製造業 非製造業
１位 製品の品質・精度の高さ 29.1% 製品の品質・精度の高さ 44.4% 商品・サービスの質の高さ 29.1%
２位 顧客への納品・サービスの速さ 27.7% 顧客への納品・サービスの速さ 27.6% 顧客への納品・サービスの速さ 27.8%
３位 組織の機動力・柔軟性 22.0% 製品・サービスの独自性 25.1% 組織の機動力・柔軟性 26.8%
４位 商品・サービスの質の高さ 21.4% 生産技術・生産管理能力 25.1% 技術力・製品開発力 21.7%
５位 製品・サービスの独自性 20.7% 技術力・製品開発力 16.7% 財務体質の強さ・資金調達力 19.7%

　グラフ４：経営上の強み（製造業、非製造業別）� （％）

　表９：経営上の強み� （％）

業種別

製
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
独
自
性

技
術
力
・
製
品

開
発
力

生
産
技
術
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力
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力
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ィ
ン
グ
力

製
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
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画
力
・

提
案
力

製
品
の
品
質
・

精
度
の
高
さ

顧
客
へ
の
納

品
・
サ
ー
ビ
ス

の
速
さ

企
業
・
製
品
の

ブ
ラ
ン
ド
力

財
務
体
質
の
強

さ
・
資
金
調
達

力 優
秀
な
仕
入

先
・
外
注
先

商
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
質
の
高
さ

組
織
の
機
動

力
・
柔
軟
性

全国 21.6 22.3 15.5 11.2 8.7 26.0 29.4 10.8 14.7 13.4 19.0 24.5
新潟県　計 20.7 19.3 16.9 10.3 10.8 29.1 27.7 12.9 16.7 12.2 21.4 22.0

製
造
業

製造業　計 25.1 16.7 25.1 6.5 10.9 44.4 27.6 12.0 13.5 9.8 13.1 16.7
　食料品 43.8 10.4 6.3 6.3 8.3 35.4 20.8 16.7 16.7 6.3 22.9 14.6
　繊維工業 24.3 32.4 29.7 2.7 10.8 54.1 13.5 16.2 10.8 13.5 10.8 13.5
　木材・木製品 33.3 7.4 29.6 7.4 3.7 37.0 25.9 14.8 14.8 7.4 18.5 29.6
　印刷・同関連 13.6 9.1 13.6 13.6 45.5 50.0 36.4 9.1 18.2 9.1 22.7 13.6
　窯業・土石 12.9 9.7 38.7 3.2 3.2 38.7 29.0 9.7 19.4 3.2 9.7 19.4
　化学工業 - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - -
　金属、同製品 16.3 18.8 28.8 10.0 8.8 47.5 33.8 7.5 12.5 12.5 6.3 18.8
　機械器具 25.0 31.3 37.5 - 6.3 62.5 37.5 18.8 6.3 6.3 6.3 6.3
　その他 46.2 15.4 15.4 - 15.4 23.1 23.1 7.7 - 23.1 15.4 7.7

非
製
造
業

非製造業　計 16.7 21.7 9.4 13.7 10.7 15.1 27.8 13.7 19.7 14.4 29.1 26.8
　情報通信業 - 50.0 25.0 - 25.0 25.0 - - - - 50.0 25.0
　運輸業 5.0 10.0 5.0 - 15.0 5.0 40.0 20.0 25.0 15.0 20.0 35.0
　建設業 7.4 33.3 18.5 16.7 5.6 20.4 21.3 6.5 22.2 14.8 17.6 33.3
　卸売業 21.4 5.7 4.3 11.4 18.6 12.9 41.4 18.6 22.9 20.0 27.1 25.7
　小売業 16.3 4.7 - 18.6 7.0 16.3 27.9 25.6 25.6 11.6 46.5 16.3
　サービス業 35.2 35.2 5.6 13.0 11.1 9.3 20.4 11.1 5.6 9.3 42.6 20.4

0 10 20 30 40 50
組織の機動力・柔軟性

商品・サービスの質の高さ
優秀な仕入先・外注先

財務体質の強さ・資金調達力
企業・製品のブランド力

顧客への納品・サービスの速さ
製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの企画力・提案力
営業力・マーケティング力
生産技術・生産管理能力
技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

製造業

非製造業

26.826.8
16.716.7

19.719.7

27.827.8

44.444.4

27.627.6

13.113.1

13.513.5
13.713.7

13.713.7

25.125.1

25.125.1

21.721.7
16.716.7
16.716.7

12.012.0

15.115.1

10.710.7
10.910.9

6.56.5
9.49.4

14.414.4
9.89.8

29.129.1
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第１節　従業員の労働環境に関する事項

１．従業員の労働時間
　表１０を見ると週所定労働時間を「４０時間」とする回答が４５．８％と最も多く、全国の４７．８％を
２．０ポイント下回った。次いで「３８時間超４０時間未満」が３５．３％、「４０時間超４４時間以下」
が９．５％、「３８時間以下」が９．４％の順となっており、事業所の約９割において週所定労働時間が
４０時間以下となっている。

　表１０：週所定労働時間について� （％）

業種別 38時間以下 38時間超
40時間未満 40時間 40時間超

44時間以下

全国 12.2 27.3 47.8 12.7
新潟県　計 9.4 35.3 45.8 9.5

製
造
業

製造業　計 9.1 42.5 44.6 3.9
　食料品 11.8 47.1 37.3 3.9
　繊維工業 7.9 44.7 44.7 2.6
　木材・木製品 3.7 51.9 33.3 11.1
　印刷・同関連 15.0 40.0 45.0 -
　窯業・土石 2.9 45.7 48.6 2.9
　化学工業 - 100.0 - -
　金属、同製品 6.0 39.8 50.6 3.6
　機械器具 35.3 35.3 29.4 -
　その他 7.7 15.4 69.2 7.7

非
製
造
業

非製造業　計 9.6 28.5 47.0 14.9
　情報通信業 - 66.7 - 33.3
　運輸業 4.3 17.4 69.6 8.7
　建設業 5.5 35.8 46.8 11.9
　卸売業 13.9 25.0 48.6 12.5
　小売業 18.6 20.9 32.6 27.9
　サービス業 7.7 26.9 50.0 15.4

　グラフ５：週所定労働時間について� （％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

新潟県

全国
38時間以下

38時間超40時間未満

40時間

40時間超44時間以下

12.212.2 27.327.3 47.847.8 12.712.7

9.49.4 35.335.3 45.845.8 9.59.5

9.69.6 28.528.5 47.047.0 14.914.9

9.19.1 42.542.5 44.644.6 3.93.9
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２．月平均残業時間
　表１１をみると、月平均残業時間は９．６９時間であった。業種別にみると製造業では「印刷・同関連」
が１４．８２時間と最も長く、非製造業では「運輸業」が２８．２９時間とそれぞれ最も長くなっている。
グラフ６の時間区分別にみると「１０時間未満」が最も多く３３．１％となっている。次いで「０時間」
が２７．４％、「１０～２０時間未満」が２０．７％と続いている。

　表１１：月平均残業時間について� （％）

業種別 0時間 10時間
未満

10～20時間
未満

20～30時間
未満

30～50時間
未満

50時間
以上

平均
（時間）

全国 30.0 26.8 19.5 12.7 8.9 2.1 11.01
新潟県　計 27.4 33.1 20.7 11.3 5.9 1.6 9.69

製
造
業

製造業　計 23.6 34.6 23.9 11.4 5.4 1.1 9.65
　食料品 28.6 53.1 10.2 6.1 2.0 - 5.14
　繊維工業 54.1 29.7 5.4 10.8 - - 3.95
　木材・木製品 24.0 32.0 28.0 12.0 4.0 - 8.92
　印刷・同関連 13.6 9.1 54.5 4.5 18.2 - 14.82
　窯業・土石 9.1 39.4 42.4 6.1 - 3.0 11.09
　化学工業 - 100.0 - - - - 2.00
　金属、同製品 19.3 31.3 18.1 22.9 7.2 1.2 12.01
　機械器具 5.6 22.2 55.6 - 16.7 - 13.94
　その他 25.0 50.0 16.7 - - 8.3 11.58

非
製
造
業

非製造業　計 31.0 31.6 17.7 11.2 6.5 2.0 9.72
　情報通信業 33.3 - - 33.3 33.3 - 16.67
　運輸業 9.5 9.5 19.0 19.0 23.8 19.0 28.29
　建設業 16.0 40.6 25.5 14.2 2.8 0.9 9.96
　卸売業 43.1 29.2 10.8 9.2 7.7 - 7.09
　小売業 50.0 22.7 15.9 4.5 6.8 - 6.45
　サービス業 38.2 34.5 12.7 9.1 3.6 1.8 7.53

　グラフ６：月平均残業時間（時間区分別）について� （％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

新潟県

全国
0時間

10時間未満

10～20時間未満

20～30時間未満

30～50時間未満

50時間以上

30.030.0 26.826.8 19.519.5 12.712.7 8.98.9 2.12.1

27.427.4 33.133.1 20.720.7 11.311.3 5.95.9 1.61.6

23.623.6 34.634.6 23.923.9 11.411.4 5.45.4 1.11.1

31.031.0 31.631.6 17.717.7 11.211.2 6.56.5 2.02.0
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３．年次有給休暇の平均付与取得日数
　表１２を見ると、年次有給休暇付与日数の平均は１６．０６日であり、全国平均より０．４６日多い。ま
た平均取得日数に関しては６．２１日と全国平均より０．８９日少ない結果となっている。業種別にみると

「化学工業」が平均付与日数１９．００日、取得日数が１１．００日、取得率５７．８９％とそれぞれの項目
に対して最も高い結果となっている。

　表１２：年次有給休暇について

業種別 平均付与日数（日） 平均取得日数（日） 平均取得率（％）

全国 15.60 7.10 47.98

新潟県　計 16.06 6.21 41.27

製
造
業

製造業　計 16.48 6.38 41.30

　食料品 17.25 7.33 43.28

　繊維工業 16.41 4.38 32.16

　木材・木製品 14.00 4.55 41.56

　印刷・同関連 18.00 4.14 23.42

　窯業・土石 18.35 8.76 48.08

　化学工業 19.00 11.00 57.89

　金属、同製品 15.57 6.22 42.49

　機械器具 17.24 9.18 54.73

　その他 14.33 5.22 43.14

非
製
造
業

非製造業　計 15.61 6.03 41.24

　情報通信業 12.67 6.33 53.67

　運輸業 16.26 5.89 44.20

　建設業 16.31 6.62 42.94

　卸売業 15.54 5.14 35.14

　小売業 14.77 6.58 42.68

　サービス業 14.62 5.69 42.98
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４．育児休業制度
　表１３を見ると新潟県の企業が就業規則等に育児休業制度を設けて、「整備している」と回答した割合は６６．２％
で、全国平均より１２．１ポイント上回った。また「整備していない」と回答した企業が３３．８％、全国平均より
１２．１ポイント下回った。業種別で見ると、製造業では「整備している」が６９．１％、「整備していない」が３０．９％
となっている。非製造業では「整備している」が６３．５％、「整備していない」が３６．５％となっている。またグラ
フ７を見ると、育児をする従業員に対する支援制度は「短時間勤務制度の導入」が３２．４％と最も高くなっている。

　表１３：育児休業制度について� （％）

業種別・従業員別
育児休業制度の規定 育児休業を取得した

従業員がいる事業所整備している 整備していない
全国 54.1 45.9 11.2

業種別

新潟県　計 66.2 33.8 13.7

製造業

製造業　計 69.1 30.9 17.5
　食料品 62.7 37.3 18.0
　繊維工業 66.7 33.3 8.3
　木材・木製品 23.1 76.9 3.8
　印刷・同関連 95.2 4.8 31.8
　窯業・土石 76.5 23.5 5.7
　化学工業 - 100.0 -
　金属、同製品 74.1 25.9 21.4
　機械器具 88.9 11.1 38.9
　その他 76.9 23.1 23.1

非製造業

非製造業　計 63.5 36.5 10.0
　情報通信業 25.0 75.0 -
　運輸業 82.6 17.4 8.7
　建設業 67.9 32.1 5.4
　卸売業 68.1 31.9 18.3
　小売業 42.9 57.1 10.0
　サービス業 59.3 40.7 9.6

規模別

新潟県　計 66.2 33.8 13.7
1 ～ 9人 24.1 75.9 2.4

10 ～ 29人 74.5 25.5 6.9
30 ～ 99人 90.5 9.5 22.6

100 ～ 300人 98.0 2.0 49.0

　グラフ７：育児をする従業員に対する支援� （％）

0% 10% 20% 30% 40% 50%
その他

特に支援はしていない
在宅勤務の導入

育児に要する費用の援助
託児施設の紹介・斡旋
所定外労働の免除

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
フレックスタイム制度の導入

短時間勤務制度の導入

全国

新潟県

29.429.4

5.45.4

0.70.7
0.80.8

0.80.8
0.80.8

9.09.0
9.99.9

1.51.5
1.21.2

24.924.9
24.824.8

23.123.1
26.426.4

45.445.4
45.745.7

4.34.3

32.432.4
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５．介護休業制度
　表１４を見ると新潟県の企業が就業規則等に介護休業制度を設けて「整備している」と回答した企業は５５．９％
あり、全国平均より１０．８ポイント上回った。また「整備していない」と回答した企業が４４．１％全国平均より１０．８
ポイント下回った。業種別で見ると、製造業では「整備している」が６１．０％、「整備していない」が３９．０％となっ
ている。非製造業では「整備している」が５１．１％、「整備していない」が４８．９％となっている。また、グラフ８
をみると介護をする従業員に対する支援制度は「短時間勤務制度の導入」が２７．２％と最も高くなっている。

　表１４：介護休業制度について� （％）

業種別・従業員別
介護休業制度の規定 介護休業を取得した

従業員がいる事業所整備している 整備していない
全国 45.1 54.9 1.6

業種別

新潟県　計 55.9 44.1 1.4

製造業

製造業　計 61.0 39.0 2.1
　食料品 54.9 45.1 -
　繊維工業 60.5 39.5 8.1
　木材・木製品 22.2 77.8 -
　印刷・同関連 86.4 13.6 4.5
　窯業・土石 71.4 28.6 -
　化学工業 100.0 - -
　金属、同製品 63.5 36.5 2.4
　機械器具 83.3 16.7 -
　その他 46.2 53.8 -

非製造業

非製造業　計 51.1 48.9 0.7
　情報通信業 25.0 75.0 -
　運輸業 69.6 30.4 -
　建設業 52.2 47.8 0.9
　卸売業 61.1 38.9 -
　小売業 28.6 71.4 -
　サービス業 47.3 52.7 1.9

規模別

新潟県　計 55.9 44.1 1.4
1 ～ 9人 12.5 87.5 -

10 ～ 29人 59.8 40.2 1.5
30 ～ 99人 84.7 15.3 1.2

100 ～ 300人 95.9 4.1 6.1

　グラフ８：介護をする従業員に対する支援� （％）

0% 20% 40% 60%
その他

特に支援はしていない
在宅勤務の導入

転勤・配置転換に係る配慮
介護休暇制度の導入
所定外労働の免除

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
フレックスタイム制度の導入

短時間勤務制度の導入

全国

新潟県

24.424.4

4.44.4

11.811.8
14.614.6

0.50.5
0.40.4

8.18.1
8.68.6

2.12.1
3.23.2

19.219.2
18.218.2
18.318.3

22.022.0

53.253.2
50.850.8

3.83.8

27.227.2
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第２節　新規学卒者の採用に関する事項について

１．新規学卒者の採用充足状況
　平成２４年３月における新規学卒者（第２新卒者、中途採用を除く）の採用予定人数に対する実際の
採用人数の充足率（全体）は「高校卒」９４．２％（技術系９３．６％、事務系１００％）、「専門学校卒」
９０．５％（技術系８８．９％、事務系１００％）、「短大卒（含高専）」１００％（技術系１００％、事務
系１００％）、「大学卒」９５．５％（技術系９１．５％、事務系１００％）であった。昨年比でみると「短
大卒（含高専）」、「大学卒」では充足率、採用実績人数ともに増加した。

【高校卒】

高校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H24全国 1,790 4,517 4,274 94.6 2.39 1,477 3,569 3,354 94.0 2.27 447 948 920 97.0 2.06
H20新潟県 59 164 143 87.2 2.42 53 135 114 84.4 2.15 9 29 29 100.0 3.22
H21新潟県 47 115 105 91.3 2.23 38 89 84 94.4 2.21 10 26 21 80.8 2.10
H22新潟県 36 88 82 93.2 2.28 32 79 74 93.7 2.31 7 9 8 88.9 1.14
H23新潟県 54 141 132 93.6 2.44 47 117 109 93.2 2.32 11 24 23 95.8 2.09
H24新潟県 56 137 129 94.2 2.30 49 125 117 93.6 2.39 8 12 12 100.0 1.50

製造業 35 97 92 94.8 2.63 32 90 85 94.4 2.66 4 7 7 100.0 1.75
非製造業 21 40 37 92.5 1.76 17 35 32 91.4 1.88 4 5 5 100.0 1.25

　高校卒について新潟県全体でみると、充足率は９４．２％で対前年比０．６ポイント増。全国平均の
９４．６％より０．４ポイント下回っている。業種別においては製造業９４．８％、非製造業９２．５％であ
り、製造業が２．３ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では採用
計画人数１３７人（対前年比４人減）、採用実績人数１２９人（対前年比３人減）と前年に比べ採用計画
人数及び採用実績人数ともに減少している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系１１７人

（対前年比８人増）、事務系１２人（対前年比１１人減）となっている。

【専門学校卒】

専門学校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H24全国 602 1,016 946 93.1 1.57 499 835 771 92.3 1.55 124 181 175 96.7 1.41
H20新潟県 41 84 74 88.1 1.80 37 75 66 88.0 1.78 7 9 8 88.9 1.14
H21新潟県 37 71 68 95.8 1.84 29 56 54 96.4 1.86 12 15 14 93.3 1.17
H22新潟県 36 64 62 96.9 1.72 33 60 58 96.7 1.76 4 4 4 100.0 1.00
H23新潟県 32 58 55 94.8 1.72 27 48 47 97.9 1.74 7 10 8 80.0 1.14
H24新潟県 43 74 67 90.5 1.56 35 63 56 88.9 1.60 8 11 11 100.0 1.38

製造業 16 29 22 75.9 1.38 13 25 18 72.0 1.38 3 4 4 100.0 1.33
非製造業 27 45 45 100.0 1.67 22 38 38 100.0 1.73 5 7 7 100.0 1.40

　専門学校卒について新潟県全体でみると、充足率は９０．５％で対前年比４．３ポイント減。全国平均の
９３．１％より２．６ポイント下回っている。業種別においては製造業７５．９％、非製造業１００．０％で
あり、非製造業が２４．１ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体で
は採用計画人数７４人（対前年比１６人増）、採用実績人数６７人（対前年比１２人増）と前年に比べ採
用計画人数及び採用実績人数ともに増加している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系
５６人（対前年比９人増）、事務系１１人（対前年比３人増）となっている。
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【短大卒（含高専）】

高校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H24全国 321 479 461 96.2 1.44 181 269 255 94.8 1.41 147 210 206 98.1 1.40
H20新潟県 11 15 15 100.0 1.36 7 11 11 100.0 1.57 4 4 4 100.0 1.00
H21新潟県 7 12 12 100.0 1.71 5 7 7 100.0 1.40 2 5 5 100.0 2.50
H22新潟県 12 27 25 92.6 2.08 9 24 22 91.7 2.44 3 3 3 100.0 1.00
H23新潟県 8 12 10 83.3 1.25 4 7 5 71.4 1.25 5 5 5 100.0 1.00
H24新潟県 12 21 21 100.0 1.75 12 20 20 100.0 1.67 1 1 1 100.0 1.00

製造業 8 13 13 100.0 1.63 8 12 12 100.0 1.50 1 1 1 100.0 1.00
非製造業 4 8 8 100.0 2.00 4 8 8 100.0 2.00 - - - - -

　短大卒について新潟県全体でみると、充足率は１００％で対前年比１６．７ポイント増。全国平均の
９６．２％より３．８ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では採用
計画人数２１人（対前年比９人増）、採用実績人数２１人（対前年比１１人増）と前年に比べ採用計画人
数及び採用実績人数ともに増加している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系２０人（対
前年比１５人増）、事務系１人（対前年比４人減）となっている。

【大学卒】

大学卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H24全国 1,425 3,368 3,083 91.5 2.16 855 1,816 1,628 89.6 1.90 746 1,552 1,455 93.8 1.95
H20新潟県 36 89 80 89.9 2.22 19 25 23 92.0 1.21 23 64 57 89.1 2.48
H21新潟県 37 79 72 91.1 1.95 22 34 32 94.1 1.45 21 45 40 88.9 1.90
H22新潟県 42 84 72 85.7 1.71 20 35 30 85.7 1.50 27 49 42 85.7 1.56
H23新潟県 41 80 74 92.5 1.80 24 47 44 93.6 1.83 21 33 30 90.9 1.43
H24新潟県 40 89 85 95.5 2.13 24 47 43 91.5 1.79 21 42 42 100.0 2.00

製造業 20 48 45 93.8 2.25 16 35 32 91.4 2.00 7 13 13 100.0 1.86
非製造業 20 41 40 97.6 2.00 8 12 11 91.7 1.38 14 29 29 100.0 2.07

　大学卒について新潟県全体でみると、充足率は９５．５％で対前年比３．０ポイント増。全国平均の
９１．５％より４．０ポイント上回っている。業種別においては製造業９３．８％、非製造業９７．６％であ
り、非製造業が３．８ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数をみると、新潟県全体では採
用計画人数８９人（対前年比９人増）、採用実績人数８５人（対前年比１１人増）と前年に比べ採用計画
人数、採用実績人数と共に増加している。技術系、事務系別に採用実績人数をみると、技術系４３人（対
前年比１人減）、事務系４２人（対前年１２人増）となっている。
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２．新規学卒者の初任給について
　新規学卒者の初任給について、新潟県では対前年比「高校卒（事務系）」、「専門学校卒（技術系）」のみ
減少となったが、その他は全て増加となっている。
� （加重平均：円）

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒
技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

H24全　国 156,863 152,618 168,980 165,003 172,083 164,104 193,045 190,766
H20新潟県 155,106 150,841 158,022 160,250 168,318 161,175 197,652 192,649
H21新潟県 155,199 153,776 160,747 167,286 164,971 159,600 186,169 183,403
H22新潟県 153,299 153,286 155,650 154,013 164,678 154,533 184,483 184,850
H23新潟県 153,529 149,044 164,239 163,813 164,400 154,825 187,620 187,893
H24新潟県 156,310 145,784 157,531 164,800 166,370 162,000 189,707 188,151

製造業 154,731 145,173 156,599 162,375 167,500 162,000 189,100 188,034
非製造業 160,505 146,640 157,972 166,186 164,675 - 191,473 188,203

【高校卒】
　新潟県全体の技術系は１５６，３１０円で対前年比２，７８１円増加、事務系は１４５，７８４円で
対前年比３，２６０円減少となった。
　全国平均と比較すると技術系は５５３円、事務系は６，８３４円低かった。

【専門学校卒】
　新潟県全体の技術系は１５７，５３１円で対前年比６，７０８円減少、事務系は１６４，８００円で
対前年比９８７円増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は１１，４４９円、事務系は２０３円低かった。

【短大卒（含高専）】
　新潟県全体の技術系は１６６，３７０円で対前年比１，９７０円減少、事務系は１６２，０００円で
対前年比７，１７５円増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は５，７１３円、事務系は２，１０４円低かった。

【大学卒】
　新潟県全体の技術系は１８９，７０７円で対前年比２，０８７円増加、事務系は１８８，１５１円で
対前年比２５８円増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は３，３３８円、事務系は２，６１５円低かった。

単純平均=
各事業所ごとの総和

事業所数
加重平均=

（各事業所の支給額×対象人数）の総和
常用労働者の総和
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第３節　賃金の改定

　平成２４年１月１日から７月１日までにどのような賃金改定を実施したかを聞いたところ、グラフ９を
見ると、「引上げた」という回答が最も多く３９．９％であった。次いで「今年は実施しない（凍結）」
３２．２％、「未定」２０．４％となった。
　また、グラフ１０を見ると、「改定後の賃金」で最も高かった業種は２７７，１４４円の「建設業」であっ
た。表１５を見ると「昇給率」で最も高かったのは１．８４％で「印刷・同関連」となっている。

	 グラフ９：賃金改定の実施について	 グラフ１０：改定後の賃金について（業種別）
	 （%）	 （円）

引上げた

引下げた

今年は実施しない（凍結）

７月以降引上げる予定

７月以降引下げる予定

未定

39.939.9

2.02.032.232.2

5.15.1
0.50.5

20.420.4

　

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

その他
サービス業
小売業
卸売業
建設業
運輸業

機械器具
金属、同製品
化学工業

窯業・土石
印刷・同関連
木材・木製品
繊維工業
食料品
新潟県
全国 248,559248,559

243,519243,519
221,332221,332

183,250183,250
205,687205,687

260,575260,575
232,422232,422

234,811234,811
244,016244,016

220,207220,207

210,761210,761
277,144277,144

256,896256,896
244,715244,715

157,465157,465

186,883186,883

表１５：賃金改定の実施について（加重平均）

業種別・従業員別
対象
者数

（人）

引き
上げた
（％）

引き
下げた
（％）

今年は実
施しない
（凍結）
（％）

７月以降
に引き上
げる予定
（％）

７月以降
に引き下
げる予定
（％）

未定
（％）

改定前
の賃金
（円）

改定後
の賃金
（円）

昇給額
（円）

昇給率
（％）

格差
（％）

全国 229,410 33.4 2.3 27.1 5.7 1.0 30.6 245,321 248,559 3,238 1.32 100.0
新潟県　計 9,529 39.9 2.0 32.2 5.1 0.5 20.4 240,150 243,519 3,369 1.40 104.0

製
造
業

製造業　計 5,163 41.0 2.4 33.0 4.9 0.3 18.4 230,887 234,020 3,133 1.36 95.9
 食料品 644 36.0 2.0 36.0 8.0 - 18.0 220,382 221,332 950 0.43 30.8
 繊維工業 310 27.5 - 42.5 5.0 - 25.0 182,620 183,250 630 0.34 19.6
 木材・木製品 147 19.2 - 53.8 3.8 3.8 19.2 203,086 205,687 2,601 1.28 80.1
 印刷・同関連 856 52.4 9.5 23.8 4.8 - 9.5 255,871 260,575 4,704 1.84 177.2
 窯業・土石 282 20.0 8.6 51.4 - - 20.0 231,916 232,422 506 0.22 25.2
 化学工業 6 100.0 - - - - - 185,066 186,883 1,817 0.98 41.3
 金属、同製品 2,236 61.9 - 16.7 4.8 - 16.7 231,168 234,811 3,643 1.58 100.1
 機械器具 653 61.1 - 22.2 5.6 - 11.1 239,855 244,016 4,161 1.73 118.8
 その他 29 15.4 7.7 38.5 7.7 - 30.8 159,497 157,465 -2,032 -1.27 -67.5

非
製
造
業

非製造業　計 4,366 38.9 1.6 31.4 5.2 0.7 22.2 251,104 254,753 3,649 1.45 114.1
 情報通信業 - - - 25.0 - 25.0 50.0 - - - - -
 運輸業 386 30.4 - 39.1 4.3 - 26.1 209,425 210,761 1,336 0.64 125.3
 建設業 1,748 43.2 1.8 27.9 3.6 0.9 22.5 273,129 277,144 4,015 1.47 125.5
 卸売業 1,354 46.5 - 31.0 9.9 - 12.7 253,217 256,896 3,679 1.45 90.6
 小売業 215 31.7 4.9 39.0 2.4 - 22.0 240,348 244,715 4,367 1.82 153.8
 サービス業 663 32.1 1.8 30.4 5.4 - 30.4 216,474 220,207 3,733 1.72 111.6

規
模
別

1 ～ 9人 271 21.6 2.8 42.6 1.7 1.7 29.5 219,809 221,115 1,306 0.59 75.0
10 ～ 29人 1,473 37.6 3.0 35.6 4.5 - 19.3 232,125 235,301 3,176 1.37 112.7
30 ～ 99人 3,612 50.9 0.6 23.4 8.4 - 16.8 241,891 245,058 3,167 1.31 93.3
100 ～ 300人 4,173 77.6 - 10.2 8.2 - 4.1 242,797 246,543 3,746 1.54 110.6
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第４節　高齢者雇用

　グラフ１１を見ると６０歳以上の高齢者の雇用の有無について新潟県では「雇用している」が
７８．３％、全国では７５．２％となり、３．１ポイント上回った。表１６で業種別にみると製造業が
８１．１％、非製造業が７５．７％となっている。
　また、グラフ１２を見ると高齢者の雇用措置についてでは「継続雇用制度を導入している」が
７８．２％と最も高い回答となっている。

	グラフ１１：高齢者雇用の有無について（業種別）	（%）	 グラフ１２：高齢者雇用措置について（業種別）	（円）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

その他
サービス業

小売業
卸売業
建設業
運輸業

情報通信業
機械器具

金属、同製品
化学工業

窯業・土石
印刷・同関連
木材・木製品

繊維工業
食料品
新潟県
全国 75.275.2 24.824.8

78.378.3 21.721.7
82.782.7 17.317.3
84.684.6 15.415.4

59.359.3 40.740.7
90.990.9 9.19.1
88.288.2
100.0100.0

11.811.8

84.784.7 15.315.3
83.383.3 16.716.7

69.669.6 30.430.4
46.246.2 53.853.8

80.680.6 19.419.4
82.382.3 17.717.7

52.452.4 47.647.6

25.025.0 75.075.0
95.595.5 4.54.5

雇用している

雇用していない 　

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他
サービス業

小売業
卸売業
建設業
運輸業

情報通信業
機械器具

金属、同製品
化学工業

窯業・土石
印刷・同関連
木材・木製品

繊維工業
食料品
新潟県
全国 7.97.9 17.317.3 71.771.7 3.03.0

7.97.9 12.012.0 78.278.2 2.02.0
9.39.3 14.014.0 72.172.1 4.74.7
3.03.0 12.112.1 84.884.8
20.020.0 13.313.3 66.766.7

94.494.45.65.6
3.33.3 6.76.7

100.0100.0
90.090.0

2.92.9 14.314.3 82.982.9
100.0100.0

15.815.8 10.510.5 73.773.7
100.0100.0

80.080.07.37.3 10.910.9 1.81.8
67.467.410.910.9 16.316.3 5.45.4

19.019.0 9.59.5 66.766.7 4.84.8

100.0100.0
4.84.84.84.8 90.590.5

定年の定めを
廃止している

定年年齢を65歳以上
に引き上げている

継続雇用制度を
導入している

該当者がいないの
で対応していない

	 表１６：高齢者雇用について� （％）

業種別・従業員別
高齢者雇用の有無 高齢者の雇用措置について

雇用している 雇用していない 定年の定めを廃
止している

定年年齢を65歳以上
に引き上げている

継続雇用制度を
導入している

該当者がいないの
で対応していない

全国 75.2 24.8 7.9 17.3 71.7 3.0
新潟県　計 78.3 21.7 7.9 12.0 78.2 2.0

製
造
業

製造業　計 81.1 18.9 4.8 11.3 83.0 0.9
　食料品 82.7 17.3 9.3 14.0 72.1 4.7
　繊維工業 84.6 15.4 3.0 12.1 84.8 -
　木材・木製品 59.3 40.7 20.0 13.3 66.7 -
　印刷・同関連 90.9 9.1 - 5.6 94.4 -
　窯業・土石 88.2 11.8 3.3 6.7 90.0 -
　化学工業 100.0 - - 100.0 - -
　金属、同製品 84.7 15.3 2.9 14.3 82.9 -
　機械器具 83.3 16.7 - - 100.0 -
　その他 46.2 53.8 - - 100.0 -

非
製
造
業

非製造業　計 75.7 24.3 11.0 12.7 73.2 3.1
　情報通信業 25.0 75.0 - 100.0 - -
　運輸業 95.5 4.5 4.8 4.8 90.5 -
　建設業 82.3 17.7 10.9 16.3 67.4 5.4
　卸売業 80.6 19.4 7.3 10.9 80.0 1.8
　小売業 52.4 47.6 19.0 9.5 66.7 4.8
　サービス業 69.6 30.4 15.8 10.5 73.7 -

規
模
別

1 ～ 9人 51.7 48.3 25.8 15.7 49.4 9.0
10 ～ 29人 83.7 16.3 7.3 20.0 72.1 0.6
30 ～ 99人 94.7 5.3 0.6 4.5 94.9 -
100 ～ 300人 95.9 4.1 - 2.1 97.9 -



第2章 従業員の労働状況について

― 　―26

第５節　障がい者雇用

　グラフ１３を見ると障がい者雇用の有無について新潟県は「雇用していない」が８２．６％、全国では
８０．７％となり、１．９ポイント上回った。業種別に見ると、製造業が７９．１％、非製造業が８５．９％
となっている。
　またグラフ１４を見ると新規採用予定については「新規雇用する予定がある」が１．２％「新規雇用を
検討中である」が８．１％、「新規雇用する予定はない」が９０．６％となっている。
　またグラフ１５を見ると障がい者に対する雇用上の配慮では「担当業務・内容の配慮」が５８．４％で
最も高い回答となっている。

	 グラフ１３：障がい者の雇用の有無について	 （％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

製造業

新潟県

全国

雇用している

雇用していない

19.319.3 80.780.7

17.417.4 82.682.6

14.114.1 85.985.9

20.920.9 79.179.1

	 グラフ１４：障がい者の新規雇用について	 グラフ１５：雇用している障がい者に対する配慮について
	 （%）	 （%）

新規雇用する予定がある

新規雇用を検討中である

新規雇用する予定はない

8.18.1

90.690.6

1.21.2

　

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

特に配慮は
必要ない

通勤手段の確保・
通勤時間の配慮

業務・健康管理等を
支援する者の配置

通院・服薬管理など
医療上の配慮

作業環境、施設・
設備・機器の改善

担当業務・
内容の配慮

短時間勤務など
勤務時間の配慮

18.818.8
19.819.8

12.812.8
8.98.9

15.915.9
12.912.9

6.96.9
5.95.9
5.45.4
5.95.9

1.41.4
5.05.0

25.725.7
21.821.8

57.657.6

58.458.4

全国

新潟県
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　当調査にご協力いただきました中小企業者様、中小企業組合事務局担当者様より貴重な調査データを賜り
まして大変ありがとうございました。この場を借りて御礼申し上げます。
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